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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　２００℃、１０ｋｇｆ荷重時における溶融粘度が５～１０，０００ｄＰａ・ｓであるポ
リエステル樹脂（Ａ）７０～２０体積部及び、熱伝導性フィラー（Ｂ）３０～８０体積部
を含有する熱伝導性樹脂組成物であって、該熱伝導性フィラー（Ｂ）が酸化亜鉛及び酸化
マグネシウムを含み、かつ平均粒径の異なる２種類以上の混合物であって、酸化亜鉛フィ
ラー１５～５６質量％、酸化マグネシウムフィラー８５～４４質量％からなり、酸化亜鉛
フィラーの平均粒径は１～２０μｍ、酸化マグネシウムフィラーの平均粒径は４０～１０
０μｍであることを特徴とする熱伝導性樹脂組成物。
【請求項２】
　２００℃、１０ｋｇｆ荷重時における溶融粘度が５～１０，０００ｄＰａ・ｓであるポ
リエステル樹脂（Ａ）７０～２０体積部及び、熱伝導性フィラー（Ｂ）３０～８０体積部
を含有する熱伝導性樹脂組成物であって、該熱伝導性フィラー（Ｂ）が平均粒径の異なる
２種類のフィラーからなり、平均粒径の小さい熱伝導性フィラーが酸化亜鉛、平均粒径の
大きい熱伝導性フィラーが酸化マグネシウムであることを特徴とする請求項１に記載の熱
伝導性樹脂組成物。
【請求項３】
　該熱伝導性フィラー（Ｂ）が、酸化亜鉛フィラー１５～４５質量％、酸化マグネシウム
フィラー８５～５５質量％からなることを特徴とする請求項１～２のいずれかに記載の熱
伝導性樹脂組成物。
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【請求項４】
　前記ポリエステル樹脂（Ａ）を構成するジカルボン酸成分のうち８０モル％以上がテレ
フタル酸及び／またはナフタレンジカルボン酸であり、かつ前記ポリエステル樹脂（Ａ）
を構成するグリコール成分のうち４０モル％以上が１，４－ブタンジオールであることを
特徴とする請求項１～３のいずれかに記載の熱伝導性樹脂組成物。
【請求項５】
　前記ポリエステル樹脂（Ａ）のグリコール成分のうち２モル％以上が、ポリアルキレン
エーテルグリコールであることを特徴とする請求項１～４のいずれかに記載の熱伝導性樹
脂組成物。
【請求項６】
　前記ポリアルキレンエーテルグリコールが、数平均分子量４００～４，０００のポリテ
トラメチレングリコールであることを特徴とする請求項５に記載の熱伝導性樹脂組成物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、フィラー高充填化を可能とし、かつ優れた耐湿熱性と高い絶縁性を有する高
熱伝導性樹脂組成物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、パソコンやディスプレーの筐体、電子デバイス材料、自動車の内外装などの発熱
の問題がクローズアップされており、熱伝導率の高い材料が求められている。これらの用
途に熱可塑性樹脂組成物を使用する際、プラスチックは金属材料など無機物と比較して熱
伝導性が低いため、発生する熱を逃がしづらいことが問題になることがある。このような
課題を解決するため、熱伝導性の高い無機化合物を熱可塑性樹脂中に高充填することで、
高熱伝導性樹脂組成物を得ようとする試みが広くなされている。熱伝導率の高い無機化合
物としては、黒鉛、炭素繊維、金属ケイ素、マグネシウム、アルミニウム、窒化アルミニ
ウム、窒化ホウ素、酸化亜鉛、酸化マグネシウム（マグネシア）、酸化アルミニウム（ア
ルミナ）などが挙げられ、通常は３０体積％以上、さらには５０体積％以上もの高含有量
で樹脂中に配合する必要がある。また最近、市場では絶縁性の高い材料が求められている
。このフィラー高充填化技術において、しばしば問題となるのは、成形性とフィラー分散
状態である。
　高熱伝導性熱可塑性樹脂を、例えば、通常良く用いられる射出成形法で成形しようとす
ると、その高熱伝導性が故に金型内に流入した樹脂が急速に冷却固化してしまい、金型内
のゲート部が固化した後は、全く型内に樹脂を流入させることができなくなるという課題
がある。高熱伝導性熱可塑性樹脂の射出成形におけるこのような問題を解決するためには
、ホットランナーと特殊形状のゲートの組み合わせなど特殊な金型が必要となり、汎用金
型での成形が不可能であることが普及の妨げとなっている。
　また、フィラー分散状態は、熱伝導性熱可塑性樹脂の混練工程や熱伝導性などの物性に
おいて、重要となる。例えば、樹脂とフィラーの濡れ性が悪く、その界面に空隙（空気層
）が形成されたり、フィラーの凝集体が生成したりすると、ストランドが不安定になりフ
ィラー高充填化ができず、高熱伝導率化が阻害される。あるいは、フィラーの分散状態が
不均一であると、熱伝導率が理論値に比べて悪化するなどの問題が生じる。
【０００３】
　かかる成形性に関する問題を解決すべく、フィラーを高充填した熱可塑性樹脂の射出成
形性を向上させるため、室温で液体の有機化合物を添加する方法が例示されている（例え
ば、特許文献１参照）。しかしながらこのような方法では、射出成形時に液体の有機化合
物がブリードアウトし、金型を汚染するなどの課題がある。
【０００４】
　一方、かかる成形性に関する問題を解決すべく、金型内冷却時の固化速度を大幅に遅延
しうる樹脂の使用により、成形流動性を改良し、射出成形性を改善するという発明がなさ
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れた（例えば、特許文献２参照）。しかし、かかる発明は射出成形時の成形流動性という
点では改良されたものの、射出成形温度は高く設定する必要があり、また、フィラー充填
率は６０体積％程度を上限としており、フィラーを十分に高充填化できずに高熱伝導性を
達成することができていないという点で問題である。このような問題が生じる理由として
は、樹脂とフィラーの濡れ性が十分でなくフィラー分散性が悪化するために、混練の際に
ストランドが切れるなどの問題に起因してフィラー高充填化が困難となることや、６０体
積％以上のフィラー高充填化により、樹脂組成物の溶融粘度が著しく上昇するために射出
成形が困難となることなどが挙げられる。
【０００５】
　他方、かかるフィラー分散状態に関する問題を解決すべく、フィラー凝集体を形成させ
ることなく、樹脂中に均一に分散するため、流動性改質剤を混合してフィラーの流動性を
改良する方法が例示されている（例えば、特許文献３参照）。かかるフィラー表面改質に
より、樹脂への分散性が良好となり、熱伝導性は改善するものの、フィラー高充填化とい
う課題においては達成できていない。
　また、フィラーの種類によっては、吸湿性が高く、そのフィラーを含む樹脂組成物の耐
湿熱性が問題になる事がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特許第３９４８２４０号公報
【特許文献２】特開２００９－９１４４０号公報
【特許文献３】特許第３７１４５０２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、かかる従来技術の課題を背景になされたものである。すなわち、本発明の目
的は、フィラー高充填化を可能とし、かつ優れた耐湿熱性と高い絶縁性を有する高熱伝導
性樹脂組成物を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者らのこれまでの検討によれば、マトリクス樹脂にエラストマーを使用すること
により、フィラー高充填化と良好なフィラー分散性の両立が可能となる。さらに、フィラ
ーの種類（例えばマグネシア）によっては吸湿性が高く、そのフィラーを含む樹脂組成物
の耐湿熱性が問題になる事があり、優れた耐湿熱性を得るためにはフィラーの粒子頻度を
制御することが必須であった。
　しかし、フィラーの粒子頻度の制御により、改善効果は得られるものの限界があり、な
おも改善の余地がある。さらなる改善を施すにはフィラー種を変更する必要があった。耐
水性フィラーとして一般的に知られているフィラーとしては、例えば、アルミナ、酸化亜
鉛がある。しかし、アルミナは、モース硬度が非常に高く、混練時のスクリュー磨耗の懸
念が大きい。また、酸化亜鉛は絶縁性がやや劣るため、絶縁用途としては不向きとされて
きた。他成分を混合することにより、酸化亜鉛の絶縁性を上げる試みもなされているが、
その処理による熱伝導率の低下が問題となっている。その他、最近では表面処理により耐
水性を施した窒化アルミニウムなども開発されているが、コストが非常に高く、実用的に
使用するのは困難である。
　本発明の最大の特徴は、酸化亜鉛及びマグネシアを併用することで、非常に優れた耐湿
熱性を実現しながら高い絶縁性をも付与できることである。
【０００９】
　すなわち、本発明は以下の構成を有するものである。
［１］　２００℃、１０ｋｇｆ荷重時における溶融粘度が５～１０，０００ｄＰａ・ｓで
あるポリエステル樹脂（Ａ）７０～２０体積部及び、熱伝導性フィラー（Ｂ）３０～８０
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体積部を含有する熱伝導性樹脂組成物であって、該熱伝導性フィラー（Ｂ）が酸化亜鉛及
びマグネシアを含み、かつ平均粒径の異なる２種類以上の混合物であって、酸化亜鉛の平
均粒径がマグネシアの平均粒径よりも小さいことを特徴とする熱伝導性樹脂組成物。
［２］　２００℃、１０ｋｇｆ荷重時における溶融粘度が５～１０，０００ｄＰａ・ｓで
あるポリエステル樹脂（Ａ）７０～２０体積部及び、熱伝導性フィラー（Ｂ）３０～８０
体積部を含有する熱伝導性樹脂組成物であって、該熱伝導性フィラー（Ｂ）が平均粒径の
異なる２種類のフィラーからなり、平均粒径の小さい熱伝導性フィラーが酸化亜鉛、平均
粒径の大きい熱伝導性フィラーがマグネシアであることを特徴とする［１］に記載の熱伝
導性樹脂組成物。
［３］　該熱伝導性フィラー（Ｂ）が、酸化亜鉛フィラー１５～５６質量％、マグネシア
フィラー８５～４４質量％からなることを特徴とする［１］～［２］のいずれかに記載の
熱伝導性樹脂組成物。
［４］　該熱伝導性フィラー（Ｂ）が、酸化亜鉛フィラー１５～４５質量％、マグネシア
フィラー８５～５５質量％からなることを特徴とする［１］～［２］のいずれかに記載の
熱伝導性樹脂組成物。
［５］　前記ポリエステル樹脂（Ａ）を構成するジカルボン酸成分のうち８０モル％以上
がテレフタル酸及び／またはナフタレンジカルボン酸であり、かつ前記ポリエステル樹脂
（Ａ）を構成するグリコール成分のうち４０モル％以上が１，４－ブタンジオールである
ことを特徴とする［１］～［４］のいずれかに記載の熱伝導性樹脂組成物。
［６］　前記ポリエステル樹脂（Ａ）のグリコール成分のうち２モル％以上が、ポリアル
キレンエーテルグリコールであることを特徴とする［１］～［５］のいずれかに記載の熱
伝導性樹脂組成物。
［７］　前記ポリアルキレンエーテルグリコールが、数平均分子量４００～４０００のポ
リテトラメチレングリコールであることを特徴とする［６］に記載の熱伝導性樹脂組成物
。
【００１０】
　本発明においては、熱伝導性フィラーを単にフィラーと称する事がある。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明により、酸化亜鉛及びマグネシアを併用することで、高い熱伝導率を維持しなが
ら、非常に良好な耐湿熱性、高い絶縁性を実現できる。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、本発明を詳述する。
　本発明に用いられるポリエステル樹脂（Ａ）は、２００℃、１０ｋｇｆ荷重時における
溶融粘度が５～１０，０００ｄＰａ・ｓであることが必要である。１０，０００ｄＰａ・
ｓ超の高溶融粘度になると、フィラー高充填後の樹脂組成物の溶融粘度が著しく上昇し、
良好な射出成形性が得られない。１０，０００ｄＰａ・ｓ以下、好ましくは８，０００ｄ
Ｐａ・ｓ以下の溶融粘度を有するポリエステル樹脂を使用することで、フィラー高充填後
でも良好な射出成形性を得ることができる。また、２００℃での溶融粘度は低いほうが好
ましいが、熱伝導性樹脂組成物の機械的強度を考慮すると下限としては５ｄＰａ・ｓ以上
が必要であり、好ましくは２０ｄＰａ・ｓ以上、より好ましくは１００ｄＰａ・ｓ以上、
さらに好ましくは２００ｄＰａ・ｓ以上である。
　ポリエステル樹脂（Ａ）は、ジカルボン酸成分及びグリコール成分からなるポリエステ
ル樹脂であることが好ましく、必要により、オキシ酸、環状エステル、３価以上のカルボ
ン酸化合物、及び３価以上のアルコール化合物を共重合成分として含んでもよい。
【００１３】
　ポリエステル樹脂（Ａ）は、ジカルボン酸成分の合計量を１００モル％とすると、ジカ
ルボン酸成分としてテレフタル酸及び／またはナフタレンジカルボン酸を８０モル％以上
含有することが望ましい。より好ましくは９０モル％以上、さらに好ましくは９５モル％
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以上である。８０モル％未満であると、機械的強度、耐熱性が低下する傾向がある。
　耐熱性、機械的強度の観点から、ジカルボン酸成分としてナフタレンジカルボン酸が好
ましい。
　ジカルボン酸成分として、そのメチルエステル誘導体を用いてもよい。ナフタレンジカ
ルボン酸は、反応性、ポリマー鎖の立体構造などを考慮すると、その異性体の中でも特に
２，６－ナフタレンジカルボン酸またはそのメチルエステル誘導体が好ましい。
【００１４】
　ポリエステル樹脂（Ａ）は、グリコール成分の合計量を１００モル％とすると、グリコ
ール成分として１，４－ブタンジオールを４０モル％以上含有することが望ましい。より
好ましくは５０モル％以上である。４０モル％未満であると、結晶性が低下しすぎてブロ
ッキングや成形性・耐熱性の悪化が問題となる。上限は８０モル％以下が好ましく、より
好ましくは７０モル％以下である。８０モル％を超えると結晶化速度が速くなりすぎるた
め、フィラーとの濡れ性が悪化し、フィラー浮きが原因でストランド切れなどが生じやす
くなり、フィラー高充填化が困難となる傾向がある。
【００１５】
　フィラー高充填化後も良好な射出成形性を維持するためには、フィラー配合前の樹脂の
溶融粘度が低いことが望ましく、その目的でポリアルキレンエーテルグリコールを共重合
することが望ましい。
　該ポリアルキレンエーテルグリコールとしては、例えば、ポリエチレングリコール、ポ
リプロピレングリコール、ポリテトラメチレングリコール、ポリ（エチレンオキシド・プ
ロピレンオキシド）共重合体、ポリ（エチレンオキシド・テトラヒドロフラン）共重合体
、ポリ（エチレンオキシド・プロピレンオキシド・テトラヒドロフラン）共重合体などが
挙げられ、ポリエステル樹脂（Ａ）のグリコール成分の合計量を１００モル％としたとき
、ポリアルキレンエーテルグリコールは、２モル％以上であることが好ましく、より好ま
しくは５モル％以上、さらに好ましくは１０モル％以上、特に好ましくは２０モル％以上
、最も好ましくは３０モル％以上である。上限は耐熱性やブロッキングなどの取り扱い性
を考慮すると６０モル％以下、好ましくは５０モル％以下である。
　ポリエステル樹脂（Ａ）は、グリコール成分の合計量を１００モル％とすると、１，４
－ブタンジオールとポリアルキレンエーテルグリコールの合計で、８０モル％以上を占め
ることが好ましく、９０モル％以上を占めることがより好ましく、９５モル％以上を占め
ることがさらに好ましく、１００モル％であることも好ましい態様である。
【００１６】
　該ポリアルキレンエーテルグリコールとしてポリテトラメチレングリコールが望ましい
。ポリテトラメチレングリコールの数平均分子量は４００以上であることが好ましく、よ
り好ましくは５００以上、さらに好ましくは６００以上、特に好ましくは７００以上であ
り、上限は好ましくは４，０００以下、より好ましくは３，５００以下、さらに好ましく
は３，０００以下である。ポリテトラメチレングリコールの数平均分子量が４００未満で
あると、耐加水分解性が低下することがある。一方４，０００を超えると、ブチレンテレ
フタレート及び／またはブチレンナフタレート単位からなるポリエステル部分との相溶性
が低下し、ブロック状に共重合することが難しくなる場合がある。
【００１７】
　本発明のポリエステル樹脂の製造方法としては、公知の方法をとることができるが、例
えば、上記のジカルボン酸成分及びグリコール成分を１５０～２５０℃でエステル化反応
後、減圧しながら２３０～３００℃で重縮合することにより、目的のポリエステルを得る
ことができる。あるいは、上記のジカルボン酸のジメチルエステルなどの誘導体とグリコ
ール成分を用いて１５０℃～２５０℃でエステル交換反応後、減圧しながら２３０℃～３
００℃で重縮合することにより、目的のポリエステルを得ることができる。
【００１８】
　ポリエステル樹脂（Ａ）を製造する際には、熱劣化、酸化劣化などを抑制するなどの目
的で酸化防止剤を添加することが好ましく、反応前、反応途中あるいは反応終了後に添加
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してもよい。例えば、公知のヒンダードフェノール系、リン系、チオエーテル系の酸化防
止剤を用いることができる。
　これら酸化防止剤は、単独で、または複合して使用できる。添加量は、ポリエステル樹
脂（Ａ）に対して０．１質量％以上５質量％以下が好ましい。０．１質量％未満だと熱劣
化防止効果に乏しくなることがある。５質量％を超えると、他物性などに悪影響を与える
場合がある。
【００１９】
　また、ポリエステル樹脂（Ａ）には、反応性や得られた共重合体の機械的特性、化学的
特性を損なわない範囲で、共重合可能な公知のカルボン酸類、水酸基含有化合物類が使用
できる。
【００２０】
　具体的には、カルボン酸類としては、テレフタル酸及びナフタレンジカルボン酸以外に
、例えば、イソフタル酸、フタル酸、４、４’－ジカルボキシビフェニル、５－ナトリウ
ムスルホイソフタル酸などの芳香族ジカルボン酸、１，４－シクロヘキサンジカルボン酸
、１，３－シクロヘキサンジカルボン酸、１，２－シクロヘキサンジカルボン酸、２，５
－ノルボルネンジカルボン酸、テトラヒドロフタル酸、デカヒドロナフタレンジカルボン
酸などの脂環族ジカルボン酸、シュウ酸、マロン酸、コハク酸、アジピン酸、アゼライン
酸、セバシン酸、ウンデカン二酸、ドデカン二酸、オクタデカン二酸、フマル酸、マレイ
ン酸、イタコン酸、メサコン酸、シトラコン酸、ダイマー酸などの脂肪族ジカルボン酸、
トリメシン酸、トリメリット酸、ピロメリット酸などの３価以上のカルボン酸化合物など
のカルボン酸類又はそのエステル形成能を有する誘導体が挙げられる。
　水酸基含有化合物類としては、１，４－ブタンジオールの他に、エチレングリコール、
１，２－プロパンジオール、１，３－プロパンジオール、１，２－ブタンジオール、１，
３－ブタンジオール、２－メチル－１，３－プロパンジオール、２，２－ジエチル－１，
３－プロパンジオール、２－アミノ－２－エチル－１，３－プロパンジオール、２－アミ
ノ－２－メチル－１，３－プロパンジオール、２－エチル－２－メチル－１，３－プロパ
ンジオール、２－ブチル－２－エチル－１，３－プロパンジオール、ネオペンチルグリコ
ール、３－メチル－１，５－ペンタンジオール、ジメチロールトリシクロデカン、ジエチ
レングリコール、トリエチレングリコール、ジプロピレングリコール、トリプロピレング
リコールなどの脂肪族グリコール、ビスフェノールＡ、ビスフェノールＳ、ビスフェノー
ルＣ、ビスフェノールＺ、ビスフェノールＡＰ、４，４’－ビフェノールのエチレンオキ
サイド付加体またはプロピレンオキサイド付加体などの芳香族グリコール、１，２－シク
ロヘキサンジメタノール、１，３－シクロヘキサンジメタノール、１，４－シクロヘキサ
ンジメタノール、２，２’－ビス（４－ヒドロキシシクロヘキシル）プロパンなどの脂環
族グリコール、グリセリン、トリメチロールプロパン、ペンタエリスリトールなどの３価
以上のアルコール化合物などの水酸基含有化合物類又はそのエステル形成能を有する誘導
体が挙げられる。
　これらの内、３価以上のカルボン酸化合物、及び３価以上のアルコール化合物の共重合
量としては、全カルボン酸成分１００モル％または全アルコール成分１００モル％に対し
て、好ましくは５モル％以下であり、より好ましくは３モル％以下である。
【００２１】
　また、ｐ－オキシ安息香酸、ｐ－ヒドロキシエトキシ安息香酸のようなオキシ酸及びこ
れらのエステル形成性誘導体、ε－カプロラクトンのような環状エステルなども使用可能
である。
　上記成分の共重合量としては、全カルボン酸成分の２０モル％以下とすることが好まし
い。より好ましくは１５モル％以下、さらに好ましくは１０モル％以下である。これら成
分の割合が２０モル％よりも高いと、結晶性が低下しすぎてブロッキングや成形性・耐熱
性の悪化が問題となる場合がある。
【００２２】
　なお、前記「全カルボン酸成分」とは、ポリエステル樹脂（Ａ）を構成するジカルボン
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酸成分、オキシ酸成分、環状エステル成分、３価以上のカルボン酸化合物からなるカルボ
ン酸成分の総和、前記「全アルコール成分」とは、ポリエステル樹脂（Ａ）を構成するグ
リコール成分、オキシ酸成分、環状エステル成分、３価以上のアルコール化合物からなる
アルコール成分の総和を意味する。
【００２３】
　さらに、本発明では、反応性基を少なくとも２個有するエポキシ化合物、有機カルボン
酸及び／又はその無水物、オキサゾリン化合物、イソシアネート化合物などの群から選ば
れる多官能性化合物を添加することにより、高分子量の共重合体を比較的短時間で得るこ
とができ、ブロック共重合体の熱安定性の点からも有用である。これらの多官能性化合物
は、単独で、または複合して使用できる。添加量は、ポリエステル樹脂（Ａ）に対して０
．１質量％以上５質量％以下が好ましい。０．１質量％未満だと高分子量化する効果が小
さい。５質量％を超えると、ゲル化などが生じ、成形性などに悪影響を与える場合がある
。
【００２４】
　上記多官能性化合物を添加する方法には、特に制限はなく、通常の方法が利用される。
例えば、重縮合終了前の任意の段階で添加する方法、重縮合終了後、不活性ガス雰囲気下
で添加する方法、共重合体をペレット状、フレーク状、あるいは粉体状に取り出した後、
添加し、押出機あるいはニーダーで溶融混合する方法などが挙げられる。
【００２５】
　本発明の熱伝導性樹脂組成物に配合する熱伝導性フィラー（Ｂ）は、酸化亜鉛及びマグ
ネシアを含む必要がある。
　樹脂に配合するフィラーは熱伝導率、耐水性、樹脂との相溶性がそれぞれ高く、硬度が
低いほど好ましい。特に硬度が高いと生産時に機台を磨耗する懸念があるため、スクリュ
ーやバレル鋼材の硬度よりも低いほうが好ましい。これらの特性を満足するフィラーとし
て、酸化亜鉛やマグネシア、窒化ホウ素が好適である。特に酸化亜鉛、マグネシアを用い
ると、樹脂との相溶性、コストの観点から優れた樹脂組成物を得ることができる。
【００２６】
　熱伝導性フィラー（Ｂ）は、平均粒径の異なる２種類以上の混合物からなる。フィラー
種が同じ種類であっても、平均粒径が異なる場合は、異なる種類とみなす。よって、例え
ば平均粒径が異なる酸化亜鉛２種類とマグネシア１種類とを混合することができる。ある
いは、酸化亜鉛とマグネシアの混合物に、それ以外の種類のフィラーをさらに混合するこ
とができる。
【００２７】
　熱伝導性フィラー（Ｂ）は、マグネシアの平均粒径が酸化亜鉛の平均粒径よりも大きい
必要がある。
　これは、マグネシアの耐湿熱性は粒径が大きいほど良好な傾向にあるためであり、かつ
、最密充填の観点から、粒径が大きいフィラーは粒径の小さいフィラーよりも配合量が多
いほうが好ましいためである。よってマグネシアの平均粒径は大きいほうが耐湿熱性に優
れるとともにフィラー充填化が可能となる。なお、本発明での平均粒径はレーザー散乱粒
度分布計などの粒度分布測定装置を用いて測定したものとする。
【００２８】
　熱伝導性フィラー（Ｂ）は、全フィラー量を１００質量％（体積％）とすると、酸化亜
鉛フィラー１５～５６質量％（１０～４５体積％）、マグネシアフィラー８５～４４質量
％（９０～５５体積％）を含有することが望ましい。この範囲を満足すれば、耐湿熱性、
高熱伝導率に優れた樹脂組成物を得ることができる。この範囲外となると、最密充填でき
ないため、熱伝導率が低下し、溶融粘度が著しく増加する傾向がある。
　酸化亜鉛とマグネシアは比重が異なるため、混合比率としては質量割合で示した。しか
し、本発明により得られる樹脂組成物の重要な特性である熱伝導性は、組成物中の熱伝導
性フィラーの質量割合ではなく、体積割合が大きな意味を持つ。そのため、混合比率の体
積割合を括弧内に併記した。
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【００２９】
　上記でも絶縁性を確保可能であるが、さらに絶縁性を高めるには、酸化亜鉛フィラー１
５～４５質量％（１０～３５体積％）、マグネシアフィラー８５～５５質量％（９０～６
５体積％）を含有することが望ましい。
　酸化亜鉛は絶縁性が低く、半導電性フィラーとして知られている。酸化亜鉛を樹脂に配
合する場合、配合量が多いと酸化亜鉛同士のパスを形成するため、系としても半導電性と
なり、十分な絶縁性が得られない。よって、パスを形成しない範囲で酸化亜鉛を配合すれ
ば、樹脂単体の絶縁性の寄与率が高くなり、系としても絶縁性とすることが可能となる。
マグネシアは絶縁性フィラーのため、絶縁性に関してパスの形成有無は問題とならない。
　この範囲を満足すれば、酸化亜鉛はパスを形成せず、良好な絶縁性を得ることが可能で
あるとともに、耐湿熱性、高熱伝導率にも優れた樹脂組成物を得ることができる。
　酸化亜鉛フィラー２８～４４質量％（２０～３４体積％）、マグネシアフィラー７２～
５６質量％（８０～６６体積％）を含有することがより好ましく、酸化亜鉛フィラー３５
～４３質量％（２５～３２体積％）、マグネシアフィラー６５～５７質量％（７５～６８
体積％）を含有することがさらに好ましい。
【００３０】
　本発明の熱伝導性樹脂組成物に配合する熱伝導性フィラー（Ｂ）は、本発明の効果を妨
げない範囲で、酸化亜鉛及びマグネシア以外の熱伝導性フィラーを含むことができる。具
体的には、電気絶縁性を示す熱伝導性フィラーとして、アルミナ、酸化ケイ素、酸化ベリ
リウム、酸化銅、亜酸化銅、などの金属酸化物、窒化ホウ素、窒化アルミニウム、窒化ケ
イ素、などの金属窒化物、炭化ケイ素などの金属炭化物、炭酸マグネシウムなどの金属炭
酸塩、ダイヤモンド、などの絶縁性炭素材料、水酸化アルミニウム、水酸化マグネシウム
、などの金属水酸化物、を例示することができる。
　さらには電気伝導性を示す熱伝導性フィラーとして、黒鉛、炭素繊維、などの炭素材料
、金属ケイ素、アルミニウム、マグネシウムなどの金属材料を例示することができる。
　耐湿熱性、高熱伝導率に優れた樹脂組成物を得るためには、全フィラー量を１００質量
％とすると、酸化亜鉛フィラーとその他の電気伝導性を示す熱伝導性フィラーで１５～５
６質量％、マグネシアフィラーとその他の電気絶縁性を示す熱伝導性フィラーで８５～４
４質量％であれば良い。その他の熱伝導性フィラーの量は、１５質量％以下であることが
好ましい。
　さらに絶縁性を高めた樹脂組成物を得るためには、全フィラー量を１００質量％とする
と、酸化亜鉛フィラーとその他の電気伝導性を示す熱伝導性フィラーで１５～４５質量％
、マグネシアフィラーとその他の電気絶縁性を示す熱伝導性フィラーで８５～５５質量％
であれば良い。その他の熱伝導性フィラーの量は、電気絶縁性を示す熱伝導性フィラーの
場合は１５質量％以下、電気伝導性を示す熱伝導性フィラーの場合は５質量％以下である
ことが好ましい。
【００３１】
　熱伝導性フィラー（Ｂ）の形状については、種々の形状のものを適応可能である。例え
ば粒子状、微粒子状、ナノ粒子、凝集粒子状、ワイヤ状、ロッド状、針状、板状、不定形
、ラグビーボール状、六面体状、大粒子と微小粒子とが複合化した複合粒子状、など種々
の形状を例示することができる。またこれら熱伝導性フィラー（Ｂ）は天然物であっても
よいし、合成されたものであってもよい。天然物の場合、産地などには特に限定はなく、
適宜選択することができる。
【００３２】
　フィラーとポリエステル樹脂を溶融混練する方法として、フィラーを分割して添加、混
練することも可能である。例えば、サイドフィードを１系列利用し、樹脂とフィラーの一
部をドライブレンドしたものを元フィードに投入し、サイドフィードに残りのフィラーを
投入して、連続的に混練することができる。または、サイドフィードを２系列利用し、樹
脂を元フィードに投入し、元フィードに近いサイドフィードにフィラーの一部、元フィー
ドから遠いサイドフィードに残りのフィラーを投入して、連続的に混練してもよい。ある
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いは、樹脂（Ａ）とフィラーの一部とを混練して、一旦ペレットなどとして取り出し、そ
れを残りのフィラーと混合した後、再度、混練してもよい。
　この中でもサイドフィードを利用する方法は、分散性が良好となり、生産効率が良いた
め好ましい。
【００３３】
　ポリエステル樹脂（Ａ）と熱伝導性フィラー（Ｂ）との混練機台は、特に限定されるも
のではない。例えば、単軸、二軸などの押出機のような溶融混練機にて溶融混練すること
により製造することができる。または、加熱ロール、バンバリーミキサーなどの混練機を
使用してもよい。
【００３４】
　本発明において使用される熱伝導性フィラー（Ｂ）の平均粒径は、ポリエステル樹脂（
Ａ）中への最密充填、樹脂組成物の熱伝導率、ハンドリングのしやすさを考慮すると、酸
化亜鉛フィラーの平均粒径は１～２０μｍ、マグネシアフィラーの平均粒径は２０～１０
０μｍであることが好ましい。フィラー表面積が小さいと、耐湿熱性が良好となる傾向が
あることから、マグネシアフィラーの平均粒径は３０μｍ以上であることが好ましく、よ
り好ましくは４０μｍ以上である。
【００３５】
　これら熱伝導性フィラー（Ｂ）は、樹脂と無機化合物との界面の接着性を高めたり、作
業性を容易にしたりするため、そして樹脂中での分散性を良好にするため、カップリング
剤によって表面処理することができる。カップリング剤としては、特に限定されず、例え
ばシランカップリング剤、チタネートカップリング剤、アルミネートカップリング剤、リ
ン酸エステルカップリング剤など従来公知のものを使用することができる。中でもγ-グ
リシドキシプロピルトリメトキシシランなどのエポキシ基含有シランカップリング剤、ア
ミノプロピルトリエトキシシランなどのアミノ基含有シランカップリング剤、ビニルトリ
メトキシシランやより長鎖のポリビニルメトキシシロキサンなどのビニル基含有シランカ
ップリング剤、リン酸エステルカップリング剤などが樹脂の物性を低下させることが少な
いため好ましい。ポリビニルメトキシシロキサンなどの長鎖のカップリング剤は、樹脂と
の相溶性をより高める効果が期待できるため、より好ましい。またリン酸エステルカップ
リング剤は、疎水効果があり、耐湿熱性を助長する効果が期待できるため、好ましい。
【００３６】
　カップリング剤の添加量に特に制約はないが、樹脂への分散性を向上させる効果を考慮
すると、無機化合物１００質量部に対するカップリング剤の添加量は０．０１～１０質量
部がよい。０．０１質量部未満であると、樹脂への分散性を向上させる効果に劣る。１０
質量部を超えると、無機化合物との未反応物がブリードアウトの原因となりやすく問題と
なる場合が多い。
　無機化合物の表面処理方法としては特に限定されず、通常の処理方法を利用できる。
【００３７】
　本発明の熱伝導性樹脂組成物におけるポリエステル樹脂（Ａ）及び、熱伝導性フィラー
（Ｂ）は、ポリエステル樹脂（Ａ）７０～２０体積部及び、熱伝導性フィラー（Ｂ）３０
～８０体積部となるように含有する。（Ａ）の含有量が多いほど、得られる樹脂組成物の
耐衝撃性、成形加工性が向上し、溶融混練時の樹脂との混練が容易になる傾向がある、と
いう観点、及び（Ｂ）が多いほど熱伝導率が向上する傾向があり好ましいという観点を考
慮してこれらを両立させるために、含有量は、好ましくは（Ａ）６０～２０体積部及び（
Ｂ）４０～８０体積部、より好ましくは（Ａ）５０～２５体積部及び（Ｂ）５０～７５体
積部、さらに好ましくは（Ａ）４０～３０体積部及び（Ｂ）６０～７０体積部である。
【００３８】
　本発明の熱伝導性樹脂組成物は、ポリエステル樹脂（Ａ）と熱伝導性フィラー（Ｂ）の
配合割合が、体積部で表されるが、樹脂組成物を製造する際は、（Ａ）、（Ｂ）各々の比
重より、質量基準で配合を行う。（Ａ）は樹脂単体の比重、（Ｂ）はフィラーの化学種単
体の比重を基に配合量を決める。このように体積部で配合量を表すのは、本発明により得
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られる樹脂組成物の重要な特性である熱伝導性が、組成物中の熱伝導性フィラーの質量割
合ではなく、体積割合が大きな意味を持つからである。
　本発明に係る熱伝導性樹脂組成物が、ポリエステル樹脂（Ａ）、熱伝導性フィラー（Ｂ
）以外の成分を含む場合も、同様に配合量を決定する。
　本発明に係る熱伝導性樹脂組成物は、ポリエステル樹脂（Ａ）中の熱伝導性フィラー（
Ｂ）の分散性が非常に良いので、樹脂組成物中の空隙（空気層）がほとんどない。したが
って、熱伝導性フィラー（Ｂ）が、配合比通り充填されているかどうかは、得られた熱伝
導性樹脂組成物の比重を測定すれば、（Ａ）、（Ｂ）各々の比重を基に確認する事ができ
る。
　本発明に係る熱伝導性樹脂組成物は、ポリエステル樹脂（Ａ）と熱伝導性フィラー（Ｂ
）の合計で、９０体積％以上占めることが好ましい。熱伝導性樹脂組成物中の（Ａ）と（
Ｂ）の合計は、９５体積％以上がより好ましく、９７体積％以上がさらに好ましい。
【００３９】
　本発明の熱伝導性樹脂組成物をより高性能なものにするため、フェノール系安定剤、イ
オウ系安定剤、リン系安定剤などの熱安定剤などを、単独又は２種類以上を組み合わせて
添加することが好ましい。さらに必要に応じて、一般に良く知られている、安定剤、滑剤
、離型剤、可塑剤、リン系以外の難燃剤、難燃助剤、紫外線吸収剤、光安定剤、顔料、染
料、帯電防止剤、導電性付与剤、分散剤、相溶化剤、抗菌剤などを、単独又は２種類以上
を組み合わせて添加してもよい。
【００４０】
　本発明の熱伝導性樹脂組成物の製造方法としては特に限定されるものではない。例えば
、上述した成分や添加剤などを乾燥させた後、単軸、２軸などの押出機のような溶融混練
機にて溶融混練することにより製造することができる。また、配合成分が液体である場合
は、液体供給ポンプなどを用いて溶融混練機に途中添加して製造することもできる。
【００４１】
　本発明の熱伝導性樹脂組成物の成形加工法としては特に限定されず、例えば、熱可塑性
樹脂について一般に用いられている成形法、例えば、射出成形、ブロー成形、押出成形、
真空成形、プレス成形、カレンダー成形などが利用できる。これらの中でも成形サイクル
が短く生産効率に優れることから、射出成形法により射出成形することが好ましい。
【００４２】
　本願発明の組成物は、実施例でも示すとおり良好な熱伝導性を示し、０．７Ｗ／ｍ・Ｋ
以上、好ましくは１Ｗ／ｍ・Ｋ以上、さらに好ましくは２Ｗ／ｍ・Ｋ以上の成形体を得る
ことが可能である。
【００４３】
　このようにして得られた組成物は、樹脂フィルム、樹脂成形品、樹脂発泡体、塗料やコ
ーティング剤、などさまざまな形態で、電子材料、磁性材料、触媒材料、構造体材料、光
学材料、医療材料、自動車材料、建築材料、などの各種の用途に幅広く用いることが可能
である。本発明で得られた高熱伝導性熱可塑性樹脂組成物は、現在広く用いられている射
出成形機や押出成形機などの一般的なプラスチック用成形機が使用可能であるため、複雑
な形状を有する製品への成形も容易である。特に優れた成形加工性、高熱伝導性、という
優れた特性を併せ持つことから、発熱源を内部に有する携帯電話、ディスプレー、コンピ
ューターなどの筐体用樹脂として、非常に有用である。
【００４４】
　本発明の高熱伝導性樹脂組成物は、家電、ＯＡ機器部品、ＡＶ機器部品、自動車内外装
部品、などの射出成形品などに好適に使用することができる。特に多くの熱を発する家電
製品やＯＡ機器において、外装材料として好適に用いることができる。
【００４５】
　さらには発熱源を内部に有するがファンなどによる強制冷却が困難な電子機器において
、内部で発生する熱を外部へ放熱するために、これらの機器の外装材として好適に用いら
れる。これらの中でも好ましい装置として、ノートパソコンなどの携帯型コンピューター
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、ＰＤＡ、携帯電話、携帯ゲーム機、携帯型音楽プレーヤー、携帯型ＴＶ／ビデオ機器、
携帯型ビデオカメラ、などの小型あるいは携帯型電子機器類の筐体、ハウジング、外装材
用樹脂として非常に有用である。また自動車や電車などにおけるバッテリー周辺用樹脂、
家電機器の携帯バッテリー用樹脂、ブレーカーなどの配電部品用樹脂、モーターなどの封
止用材料、としても非常に有用に用いることができる。
【００４６】
　本発明の高熱伝導性樹脂組成物は従来良く知られている組成物に比べて、溶融成形性、
耐衝撃性が良好であり、上記の用途における部品あるいは筐体用として有用な特性を有す
るものである。
【実施例】
【００４７】
　以下に実施例を示して本発明を具体的に説明するが、本発明は実施例に限定されるもの
ではない。なお、実施例に記載された各測定値は次の方法によって測定したものである。
【００４８】
（溶融粘度）
　島津製作所（株）製のフローテスター（ＣＦＴ－５００Ｃ型）を用いて測定した。２０
０℃に設定した加熱体中央のシリンダー中に水分率０．１％以下に乾燥した樹脂試料を充
填し、充填１分経過後、プランジャーを介して試料に荷重（１０ｋｇｆ）をかけ、シリン
ダー底部のダイ（孔径：１．０ｍｍ、厚み：１０ｍｍ）より、溶融した試料を押出し、プ
ランジャーの降下距離と降下時間を記録し、溶融粘度を算出した。
【００４９】
（製造例：ポリエステル樹脂（Ａ１））
　撹拌機、温度計、溜出用冷却器を装備した反応缶内に、ジメチルテレフタレート１９４
質量部、１，４－ブタンジオール１０８質量部、数平均分子量２０００のポリテトラメチ
レングリコール「ＰＴＭＧ２０００」（三菱化学（株）製）６００質量部、テトラブチル
チタネート０．２５質量部を加え、１７０～２２０℃で２時間エステル化反応を行った。
エステル化反応終了後、２５５℃まで昇温する一方、系内をゆっくり減圧にしてゆき、６
０分かけて２５５℃で６６５Ｐａとした。そしてさらに１３３Ｐａ以下で３０分間重縮合
反応を行い、ポリエステル樹脂（Ａ１）を得た。このポリエステル樹脂（Ａ２）の組成は
、テレフタル酸／／１，４－ブタンジオール／ＰＴＭＧ２０００＝１００／／７０／３０
モル％であり、融点は１５７℃で、溶融粘度は５００ｄＰａ・ｓであった。
【００５０】
（製造例：ポリエステル樹脂（Ａ２）～（Ａ３））
　ポリエステル樹脂（Ａ２）、（Ａ３）は、ポリエステル樹脂（Ａ１）と同様な方法によ
り合成した。それぞれの組成及び物性値を下記に示す。
（Ａ２）：２，６－ナフタレンジカルボン酸／／１，４－ブタンジオール／ＰＴＭＧ２０
００＝１００／／６０／４０モル％、融点１６０℃、溶融粘度５００ｄＰａ・ｓ。
（Ａ３）：２，６－ナフタレンジカルボン酸／／１，４－ブタンジオール／ＰＴＭＧ２０
００＝１００／／７０／３０モル％、融点１８５℃、溶融粘度６５０ｄＰａ・ｓ。
【００５１】
　実施例及び比較例に用いた熱伝導性フィラーは、下記の通りである。表面処理に関して
記載の無いものは、未処理のフィラーである。
（Ｂ１）：酸化亜鉛（堺化学工業（株）製ＬＰＺＩＮＣ－２、熱伝導率５４Ｗ／ｍ・Ｋ、
平均粒径２μｍ、体積固有抵抗１０９Ω・ｃｍ、比重５．６１）
（Ｂ２）：酸化亜鉛（堺化学工業（株）製ＬＰＺＩＮＣ－１１、熱伝導率５４Ｗ／ｍ・Ｋ
、平均粒径１１μｍ、体積固有抵抗１０９Ω・ｃｍ、比重５．６１）
（Ｂ３）：酸化亜鉛（堺化学工業（株）製ＬＰＺＩＮＣ－２０、熱伝導率５４Ｗ／ｍ・Ｋ
、平均粒径２０μｍ、体積固有抵抗１０９Ω・ｃｍ、比重５．６１）
（Ｂ４）：シランカップリング処理マグネシア（宇部マテリアルズ（株）製ＲＦ－１０Ｃ
－ＳＣ、熱伝導率４２～６０Ｗ／ｍ・Ｋ、平均粒径１２．５μｍ、体積固有抵抗１０１７
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Ω・ｃｍ、比重３．５８）
（Ｂ５）：シランカップリング処理マグネシア（宇部マテリアルズ（株）製ＲＦ－１０Ｃ
－ＳＣ、熱伝導率４２～６０Ｗ／ｍ・Ｋ、平均粒径７．４μｍ、体積固有抵抗１０１７Ω
・ｃｍ、比重３．５８）
（Ｂ６）：シランカップリング処理マグネシア（宇部マテリアルズ（株）製ＲＦ－５０－
ＳＣ、熱伝導率４２～６０Ｗ／ｍ・Ｋ、平均粒径５３．６μｍ、体積固有抵抗１０１７Ω
・ｃｍ、比重３．５８）
（Ｂ７）：リン酸エステルカップリング処理マグネシア（三共精粉（株）製ＭＣＰ－５０
、熱伝導率４２～６０Ｗ／ｍ・Ｋ、平均粒径５１．９μｍ、体積固有抵抗１０１７Ω・ｃ
ｍ、比重３．５８）
【００５２】
（実施例１）
　上記の方法で重合したポリエステル樹脂（Ａ１）と、熱伝導フィラー（Ｂ２）、（Ｂ６
）の混合物とを表１に示す割合で混合した後、１８０℃に予熱した東洋精機（株）製卓上
型混練機ラボプラストミル２０Ｃ２００に投入し、２０ｒｐｍで１０分間混練した。
【００５３】
（実施例２～６、比較例１～４）
　ポリエステル樹脂、熱伝導性フィラーの種類や配合量を、表１～２に示すように変更し
た以外は実施例１と同様にして混練した。なお、融点が比較的高いポリエステル樹脂（Ａ
３）を用いた実施例６の混練は２００℃で行なった。
【００５４】
［評価方法］
　以下のようにして、熱伝導率、耐湿熱性、体積抵抗率の評価を行った。
【００５５】
（評価用シートサンプルの作製）
　各種測定に用いたシートサンプルは、テスター産業（株）製ヒートプレス機ＳＡ－３０
２－Ｉを用いて作製した。所定の厚みを有する型枠内に樹脂組成物を入れ、ポリエステル
樹脂（Ａ）の融点＋２０℃程度の温度条件で２分間溶融後、１００ｋｇｆ／ｃｍ２の荷重
をかけ、１分後に水につけて急冷し、所定の厚みのシートサンプルを得た。
【００５６】
（熱伝導率）
　比熱は、ＴＡインスツルメンツ（株）製ＤＳＣ２９２０を用いて測定した。樹脂組成物
２０．０ｍｇをアルミパンに入れ、－３０℃から１０℃／分の昇温温度で１００℃まで昇
温し、１００℃に達してから５分間保持した後に、１０℃／分で降温した。同様に、基準
物質としてサファイア２７．０ｍｇをアルミパンに入れ、同条件で測定した。さらに、ブ
ランクとしてサンプルを入れていない空のアルミパンを同条件で測定した。それぞれのＤ
ＳＣ曲線の２３℃におけるＨｅａｔ　Ｆｌｏｗの値を読み取り、下記式１により比熱容量
を算出した。
　Ｃｐは試料比熱、Ｃ’ｐは２３℃における基準物質（サファイア）比熱、ｈは空容器と
試料のＤＳＣ曲線の差、Ｈは空容器と基準物質（サファイア）のＤＳＣ曲線の差、ｍは試
料質量（ｇ）、ｍ’は基準物質（サファイア）質量（ｇ）を表す。
（式１）
Ｃｐ＝（ｈ／Ｈ）×（ｍ’／ｍ）×Ｃ’ｐ
　比重は、東洋精機（株）製自動比重計Ｄ－Ｈ１００を用いて測定した。ヒートプレスし
て得られた厚さ０．５ｍｍのシートを、１０ｍｍ×１０ｍｍのサイズにサンプリングし、
水中置換法により比重測定を行った。
　熱拡散率は、アイフェイズ（株）製の熱拡散係数測定装置ａｉ－ｐｈａｓｅ　Ｍｏｂｉ
ｌｅ１を用いて測定した。ヒートプレス機で厚さ０．５ｍｍのシート状に加工した混練樹
脂組成物の、厚み方向の熱拡散率を測定した。
　熱伝導率は、前記方法で求めた比熱、比重、熱拡散率から下式により算出した。
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　熱伝導率（Ｗ／ｍ・Ｋ）＝比重×比熱（Ｊ／ｇ・Ｋ）×熱拡散率（ｍ２／ｓｅｃ）
【００５７】
（耐湿熱性）
　ヒートプレスして得られた厚み１ｍｍのシートサンプルを１０ｍｍ×５０ｍｍのサイズ
に切断してサンプルを作製した。これを恒温恒湿槽に投入し、８５℃×８５％Ｒｈの条件
下におけるサンプルの膨張率を観察した。恒温恒湿槽投入前と恒温恒湿槽投入後１，００
０時間経過後の長さ、幅、厚さ（ｍｍ）をそれぞれ測定し、各方向における膨張率（恒温
恒湿槽投入後の測定値（ｍｍ）／恒温恒湿槽投入前（ｍｍ））を算出した。さらにそれら
の積をとり、体積膨張率（％）を算出した。このとき恒温恒湿槽投入前の膨張率を１００
％とする。なお、測定には定圧ノギスを使用した。
　体積膨張率は小さいほど好ましい。体積膨張率が１０２％以下であると、脆性の悪化が
小さく、良好である。膨張率が１０２％を超えると、脆性が悪化するため、高湿度下での
使用は好ましくない。
【００５８】
（体積抵抗率）
　ヒートプレスして得られた厚み０．５ｍｍのシートサンプルを用いて、三菱油化（株）
製の高抵抗率計ハイレスターＩＰ ＭＣＰ－ＨＴ２６０を用いて測定した。
　体積抵抗率は大きいほど好ましく、体積抵抗率が１０１１Ω・ｃｍ以上であると絶縁用
途として使用可能である。より好ましくは体積抵抗率が１０１２Ω・ｃｍ以上である。体
積抵抗率が１０１１Ω・ｃｍ未満であると絶縁用途として使用するのに不十分である。
【００５９】
　それぞれの配合、及び結果を表１、表２に示す。表１及び表２より、本発明の範囲外の
組成物と比べ、本発明の組成物は優れた熱伝導性を示し、かつ耐湿熱性に非常に優れ、高
い絶縁性をも有することがわかる。
【００６０】
　実施例４は熱伝導性樹脂組成物としては実用的であるが、酸化亜鉛とマグネシアの混合
比が特定の条件を満足しておらず、絶縁性がやや劣ることがわかる。
【００６１】
【表１】

【００６２】
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【表２】

【産業上の利用可能性】
【００６３】
　本発明の熱伝導性樹脂組成物は、フィラー高充填化と良好なフィラー分散性を両立し、
高熱伝導性でありながら、非常に優れた耐湿熱性、高い絶縁性を兼ね備えた高熱伝導性熱
可塑性樹脂組成物であり、産業上の利用価値が大きい。
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